






2014 年 6 月 13 日、行政不服審査法 (平成 26 年法律第 68 号)(以下、
「行政不服審査法」又は「行審」という)、行政不服審査法の施行に伴う関
係法律の整備等に関する法律 (平成 26 年法律第 69 号)、行政手続法の一








係る処分に対する不服申立て (審査請求) に関しては、課税当局等 (審査
庁) の部内の審理員の審理を経るものの、基本的には、いわゆる第三者で
構成される地方公共団体の執行機関の附属機関 (行審 81 条) である行政
不服審査会 (以下、「行政不服審査会」又は「審査会」という。) への諮問
( 1 ) 本稿の基礎となった研究報告については、日本税法学会第 512 回関西地区研究会 (2018
年 9 月 15 日) において、ご出席者の皆様から多くのご教示や示唆を得たことを記して感
謝申し上げる。なお、本稿における理解の誤りや見解は、すべて筆者の責任であることを
明記しておきたい。
( 2 ) 行政不服審査法の 1 条 (目的規定) において、「公正な」手続という文言が付加されて
いることが、不服手続における審理の客観性・公平性を確保することにより、国民の手続
保障のレベルをこれまでより向上させる趣旨であることが示されているとの指摘 (橋本博
之ほか『新しい行政不服審査制度』(弘文堂、2014 年) 5 頁)。
( 3 ) 「行政不服審査法関連 3法の概要 (行政不服審査法 (平成 26 年法律第 68 号)、行政不服
審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 (平成 26 年法律第 69 号)、行政手続
法の一部改正する法律 (平成 26 年法律第 70 号))」(総務省 HP：http : //www.soumu.go.
jp/main_content/000297540.pdf［最終確認日：2019 年 4 月 25 日］)。
産大法学 53巻 2号 (2019. 7)
75(119)





















査委員会に審査の申出をすることができる (地税 432 条 1項)。
また、固定資産評価審査委員会の決定に不服があるとき、その取消しの
訴え (裁決の取消訴訟 (行政事件訴訟法 (以下、「行訴」という) 3 条 3
( 4 ) 碓井光明「不服申立制度と行政訴訟制度との関係に関する総論的考察――租税事件に
も留意して」自治研究 95巻 2 号 (2019 年) 13-17 頁。
76 (120)




























( 5 ) 本稿において、固定資産評価審査委員会における不服審査手続に係る法的問題等の検討
は割愛する。
( 6 ) 東辻壮司「特集 初任者のための固定資産税の縦覧・閲覧、審査申出への対応」税 72
巻 3 号 (2017 年) 10-11 頁。
( 7 ) 審査手続の流れ (全般) については、日本弁護士会連合会行政訴訟センター編『改正行
政不服審査法と不服申立実務』(民事法研究会、2015 年) 36 頁以下、南條友之「特集 新
行政不服審査制度に地方税部門はどう備えるか」税 71巻 3 号 (2016 年) 10 頁以下。
( 8 ) 碓井光明「第 6章 行政不服審査法改正と地方税に関する不服審査」日税研論集 71 号

























2019 年 3 月 31 日時点において、地方税関係の答申は 531件
(13)
であり、こ
のうち審査請求を認容 (一部認容を含む) した答申は 12件である
(14)(15)
。
( 9 ) 国税通則法と地方税法における不服申立前置主義の違いについて、今本啓介「租税争訟




(中村芳昭「地方税における不服申立制度の改正」税理 57巻 15 号 (2014 年) 69 頁)。
(11) 不服申立ての審査における事件の専門性に関して考慮すべき事項の整理については、碓
井・前掲注 (4) 20 頁以下参照。
(12) 宇賀克也『行政不服審査法の逐条解説 第 2版』(有斐閣、2017 年) 308 頁。
(13) なお、課税処分に係る国税庁長官の諮問に対する答申は、平成 30 年度諮問第 22 号「法
人税及び消費税の納税地指定処分に関する件」(平成 30 年 8 月 3 日) の 1件である (総務
省HP (答申一覧)(http : //www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/fufukushinsa/toushin.html
［最終確認日：2019 年 4 月 25 日］)。
↗
(14) 行政不服審査裁決・答申検索データベース (総務省 HP (http : //fufukudb.search.sou





係が 58件、国民健康保険税関係が 29件、自動車税関係が 17件、軽自動
車税関係が 17件、延滞金の免除や加算金の賦課決定等に係る処分関係が
15件、個人事業税関係が 5件、事業所税関係が 2件、ゴルフ場利用税関

















の対象とした答申の答申日は、2016 年 8 月 25 日から 2019 年 3 月 29 日である。
↘
(15) 改正行政不服審査法前の状況に関して、地方公共団体における処理件数 (平成 26 年度)
1373件のうち、地方税関係 452件であり、認容された 102件のうち、地方税関係 38件で
ある (総務省『平成 26 年度における行政不服審査法等の施行状況に関する調査結果 ――
地方公共団体における状況――』(平成 27 年 12 月) 4-5 頁 (総務省 HP (http : //www.
soumu.go.jp/main_content/000392311.pdf［最終確認日：2019 年 4 月 25 日］)。
なお、例えば、不服申立ての相手方である市町村長の名称等の具体的な情報は示されて
いないが、改正前の不服申立てに係る事例の紹介・解説として、自治体法務研究所『新地
方税務争訟ハンドブック』(ぎょうせい、2012 年) 66 頁以下。
(16) 検索結果として表示されるが、新座市等の 4件の答申については、答申自体 (PDF版)
が公表されていないため、審査請求の対象とされた税目の内容等は不明である。
(17) 例えば、横浜市における地方税に係る平成 29 年度の審査請求申立件数 (カッコ内が平
成 28 年度の件数である) は、固定資産税・都市計画税関係が 15件 (3件)、市県民税関係
が 20件 (1件)、滞納処分関係が 3件 (2件) とされている (中村真由美「新行政不服審
査法下における審理の実務〜審理員の視点から 第 1回 横浜市における行政不服審査制
度の仕組みと実績」判自 440 号 (2019 年) 101 頁)。















審査請求人の主張に理由がないことから、行政不服審査法 45 条 2項の規
定により棄却されるべきである。」(京都市行政不服審査会 2018 年 8 月 7
















(19) 小早川光郎編著『条解行政不服審査法』(弘文堂、2017 年) 366 頁【濱西隆男執筆】。
(20) 本稿における答申の表記について、行政不服審査会名・答申日・答申番号 (答申番号が
付されている場合) とする。


























2019 年 3 月 31 日時点において、12件の認容答申が公表されている。認
容答申において審査された税目や処分等としては、固定資産税・都市計画
税関係が 6件、不動産取得税関係が 1件、市民税や県民税等の住民税関係




(22) 宇賀・前掲注 (12) 292 頁。





い、2005 年) 167 頁、国税不服審判所編『国税不服審判所の現状と展望』(判例タイムズ
社、2006 年) 21 頁、91 頁。)。













ア 大阪市行政不服審査会 2017 年 1 月 13 日答申 (平成 28 年度答申第 2
号)(答申 1)
特定の家屋に関して、地方税法 348 条 (固定資産税の非課税の範囲) 2














(27) 福岡県春日市行政不服審査会 2018 年 9 月 14 日答申 (答申 8) において、審理員意見書
の内容が記載されていないため、4件に含んでいない。
82 (126)
イ 千葉県館山市行政不服審査会 2017 年 1 月 26 日 (平成 28 年度答申第
1号)(答申 2)








に係る固定資産税及び都市計画税について」(平成 6年 2月 22 日付自治固








17 日 (土木事務所の受付日が 12 月 22 日)、住宅の建築には数か月を要す
(28) 処分庁の説明によれば、5 つの要件とは、「『地方税法の取扱いについて』(平成 22 年 4
月 1 日総税市第 16 号各都道府県あて総務大臣通知) 及び「住宅建替え中の土地に係る固















頁)、賦課期日である平成 28 年 1 月 1 日において従来の住宅用地が明らか
に他の用途に変更されたと認めることは困難であり、同日前に従前の住宅
が取り壊されたことのみをもって住宅用地でないと認定することは早計で
あると言わざるを得ない (同答申 5 頁) とした上で、「処分庁が『賦課期
日である平成 28 年 1 月 1 日に住宅が建っていないこと』のみをもって住
宅用地の特例を適用しないことは、地方税法の解釈を誤ってなされた処分
であり、本件処分は取り消されるべきである。」(同頁) との結論を示した。
審査会は、「地方税法第 403 条 2項にあるとおり納税者とともにする実
地調査、納税者に対する質問、納税者の申告書等の調査等あらゆる方法に
よって、公正な評価をするように努めなければならかった。」(同答申 6



































28 年度答申第 1 号 6 頁) を指摘し、問題となっている私道の状況につい
て、所有者からの申請により市が維持・管理されていることに着目した











取扱いについて、効果的な周知方法を工夫すべき旨の付言 (同答申 8 頁)
を示した。
オ 京都市行政不服審査会 2018 年 1 月 31 日答申 (平成 28 年度 (2) 答申
第 14 号)(答申 5)
特定の土地や家屋に係る固定資産税等の賦課決定処分に関して、地方税









て、問題となった処分を取消すべきことが示された (平成 28 年度 (2) 答





カ 大阪市行政不服審査会 2018 年 9 月 12 日答申 (平成 30 年度答申第 11
号)(答申 6)





















ア 不動産取得税関係 (京都府行政不服審査会 2018 年 5 月 9 日答申 (平
成 30 年答申第 5号))(答申 7)
共有物の分割に対する不動産取得税に関して、隣接しない土地を含む複





























別徴収税額変更処分)(福岡県春日市行政不服審査会 2018 年 9 月 14 日
答申)(答申 8)
市民税・県民税に係る特別徴収税額変更処分に関して、地方税法 292 条
1項 8 号 (扶養親族に該当する要件) の適用上、利害関係人と子の扶養関




とされている。同答申 4頁において、審査会は、「総務大臣通知の内容は、地方税法 73 条
























査請求は認容されるべきとした (同答申 5 頁)。なお、同答申において、
審理員意見書の内容は公表されていない。
(3) 滞納処分関係
ア 大分県佐伯市行政不服審査会 2017 年 5 月 31 日答申 (平成 29 年度答
申第 1号)(答申 9)
市県民税に係る滞納に関して、普通預金口座に係る払戻請求権に係る差





(30) 例えば、「生計を一にする親族」(所得税法 56 条) とは、「有無相扶けて日常生活の資を
共通にしていた」(最判昭和 51 年 3 月 18 日訟月 22巻 1659 号) や「消費段階において同


































国税徴収法に規定する滞納処分の例によることとされている (地税 331 条 6項)。↘
90 (134)
まないものと思料される。」とした上で、冒頭のような結論を示した。
イ 大阪市行政不服審査会 2017 年 9 月 27 日答申 (平成 29 年度答申第 6
号)(答申 10)
特定の不動産の贈与がされたことに伴い、特定の不動産に係る第二次納





















第 11 条第 1項各号及びさいたま市国民健康保険税条例施行規則第 4 条の












の判断 (同答申 3-4 頁) が示された。また、審理員意見書を踏まえ、審
査会は、「これに対して (筆者注：地方税法に関する法令に基づき行う処
分等については、行政手続法に基づき処分理由の提示が義務づけられてい









ということはできない点 (同答申 9頁) に言及した。
このような説明等を踏まえ、処分の適法性に関して、問題とされた処分
が直ちに違法であるということができない (同答申 9頁) としつつも、地
方税法 18 条の 4 第 1項の改正に関連して必要とされる、さいたま市条例
(市税条例) の改正 (処分等の理由の提示を義務付ける条例等の改正) が
行われていないこと (同頁) を明示した。さらに、①行政手続法の趣旨、












との付言 (同答申 10 頁) も示した。
イ 長野県松本市行政不服審査会 2018 年 11 月 27 日答申 (事件番号：平







庁の決定に違法性や不当性は認められないと判断した (平成 28 年 (行審)
第 3号 5頁)。
ただ、審査会は、「松本市市税条例第 65 条第 1項第 1号から第 5号まで
の規定のいずれにも該当しないため」(同号 3 頁) と記載された理由付記
の適法性に関して、最判昭和 60 年 1 月 22 日民集 39巻 1 号 1 頁を引用し
た上で、「理由付記は具体的な根拠というには足りず、不服申立てに便宜





































(32) 碓井光明『要説 地方税のしくみと法』(学陽書房、2001 年) 201 頁。
(33) 原田淳志ほか『地方税Ⅱ〈地方自治総合講座 13〉』(ぎょうせい、1999 年) 265 頁。










具体的には、答申 1 (地方税法 348 条 (固定資産税の非課税の範囲) 2
項 10 号及び 10 号の 6等に規定する保護施設及び障害者支援施設の該当性
を判断する上で、許認可等を要件とするのではなく、当該施設等が保護施
設等の用に供する実態を有するか否かに即して判断すべきとの解釈)、答
申 2 (住宅建替え中の土地について住宅用地の特例の適用 (地方税法 349
条の 3 の 2 (住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例)) について、
諸事情を勘案し、住宅が取り壊されたことのみをもって住宅用地でないと
認定することは不当であるとの解釈)、答申 4 (公共の用に供する道路
(地方税法 348 条) に該当する私道に関して、内規である事務取扱規定に
違反することを理由として、固定資産税を賦課することはできないとの解
釈)、答申 7 (特定の不動産の分割が共有物の分割による不動産の取得
(地方税法 73 条の 7 (形式的な所有権の移転等に対する不動産取得税の非
課税) 第 2号の 3) に該当するとの解釈)、答申 9 (特定の差押処分が地方
税法 331 条 6項 (国税徴収法 76 条 (給与の差押禁止) に該当する差押処
分) に該当するとの解釈)、答申 10 (特定の不動産の贈与が「基因する
と認められるとき」(地方税法 11 条の 8 (無償又は著しい低額の譲受人等
(35) 地方税に係る処分ではないが、例えば、生活保護法に係る処分に対する審査請求におけ
る留意等の整理として、中村真由美「新行政不服審査法下における審理の実務〜審理員の
視点から 第 3 回 生活保護法 78 条に基づく生活保護費用徴収金決定処分に対する審査
請求実務①―― 『収入』と『収入認定』」判自 442 号 (2019 年) 99 頁。
(36) 地方税の賦課徴収の直接の根拠は法律ではなく、条例である (いわゆる地方税条例主
義) が、条例が地方税法に準拠している等の現状 (渋谷雅弘「租税法規による他の法令へ

















法 331 条 6項等が準用する国税徴収法 76 条 1項に反する脱法的な差押処分として違法で
あるといわざるを得ないと判断した裁判例 (前橋地判平成 30 年 1 月 31 日判タ 1453 号 161
頁)。









号 (2015 年) 133 頁) とした上で、預金の原資の識別・特定が容易であった当該事例にお
いて差押処分を違法とした判旨には賛成との整理 (同 134 頁)。













処分として取消しを免れないと判断された裁判例 (東京地判平成 28 年 11 月 30 日判タ
1441 号 100 頁) がある。地方税法 73 条の 7 第 2 号の 3 の「共有物の分割」は借用概念で
あり、民法における共有物分割と同義であるとの判示との指摘 (堀招子「第 83 回 最新











基づくものとされている (地税 18 条の 4
(40)
) ことから、どのような理由付








(39) 例えば、林仲宣他『平成 30 年分 地方税判例年間』税 74 巻 3 号別冊付録 (2019 年)
において、取り上げられている 10事例 (国家賠償請求事件等も含む) のうち、4事例が固
定資産税関係であり、内山忠明「地方自治体をめぐる判例の動き ――本誌 427 号から
439 号までを回顧して――」判自 443 号 (2019 年) 5 頁において、取り上げられている税
務に係る 15事例のうち、12事例が固定資産税関係であり、3事例が滞納処分関係である。
佐藤英明「租税法判例の動き」ジュリスト 1531 号 (平成 30 年度重要判例解説)(2019 年)
190 頁で紹介されている地方税に係る裁判例は固定資産税関係のみである。
なお、内山忠明「地方自治体をめぐる判例の動き ――本誌 414 号から 426 号までを回
顧して――」判自 430 号 (2018 年) 6 頁において、取り上げられている税務に係る 13事
例 (国家賠償請求事件等も含む) のうち、10事例が固定資産税関係であり、林仲宣他『平
成 29 年分 地方税判例年間』税 73巻 3 号別冊付録 (2018 年) において、取り上げられて
いる 10事例 (国家賠償請求事件等も含む) のうち、9事例が固定資産税関係である。




理由の記載が一部不備と判断した裁決事例 (国税不服審判所裁決平成 26 年 9 月 1 日裁決
事例集 96集) や「更正処分をする際は当該更正通知書自体に処分の理由を名宛人に知ら
せて不服の申立てに便宜を与えるという法の要求にかなう程度に理由を示す必要がある」





























「行政手続法により課税処分に求められる理由附記の程度」税務事例研究 144 号 (2015 年)
38 頁)。
↘




の見解 (碓井・前掲注 (4) 9 頁)。なお、不当を理由として処分を取消した国税の裁決事
例としては、青色申告の承認取消処分が不当な処分であるとして取り消された事例 (国税
不服審判所裁決平成 22 年 12 月 1 日裁決事例集 81集) がある。
(44) 金子宏『租税法 第 23版』(弘文堂、2019 年) 772 頁。




決定は違法となるものというべきである。」(最判平成 25 年 7 月 12 日民集 67 巻 6 号 1255
頁) とされている。
(46) 答申 3は問題となった処分を違法と判断すべきではないかとの整理等は、日本税法学会
第 512 回関西地区研究会 (2018 年 9 月 15 日) での報告に係る質疑応答において、参加さ
れた先生方からのご質問やご教示等を得たことによるものである。研究会におけるご質問
やご教示等に感謝を申し上げたい。
(47) 税務上の不当な処分については、拙稿「国税通則法の基本 第 52 回 税務争訟に係る
手続 (13)」税務 QA200 号 (2018 年) 58 頁で整理したが、国税の裁決事例との比較等、
答申に係る検討等については、今後の課題としていきたい。
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員) や審査会において審査の対象である (行審 1条) が、裁量権等の濫用

























(48) 青木丈「税金裁判の動向 第 187 回 事務取扱要領上の期限後に提出された固定資産税


















※本研究は JSPS 科研費 JP16K03308 の助成を受けたものです。
※脱稿後、佐藤麻子「新行政不服審査法下における審理の実務〜審理員の
視点から 第 6 回 税金に関する処分に対する審理実務」判自 446 号
(2019 年) 92 頁に接した。
(49) 例えば、国際化と地方税の賦課等に係る事例として、毎年、賦課期日に国外に転出届出
の手続を行っていた個人に対する市民税等の賦課の妥当性が争点とされた事例 (金沢市行
政不服審査会 2017 年 10 月 31 日答申 (平成 29 年度答申第 1号)) がある。
(50) 行政運営の適正化の上で、「付言」の果たす機能は大きいとの見解 (碓井・前掲注 (4)
13 頁)。
(51) 橋本・前掲注 (2) 201 頁。
100 (144)
